
- 1 -

強い経営体育成支援事業補助金交付要綱

（趣旨）
第１ 知事は、協業組織及び農業法人の育成並びに個人経営体の大規模化支援等によ

る雇用の創出及び優良農地の維持を強力に推進するため、生産拡大や輸出等の販
路拡大、加工品づくり、人材育成等の取組により経営発展を図る事業実施主体に
対し、予算の範囲内で補助金を交付するものとし、その交付に関しては、和歌山
県補助金等交付規則（昭和62年和歌山県規則第28号。以下「規則」という。）及
びこの要綱に定めるところによる。

（事業実施主体）
第２ この要綱において、事業実施主体とは、第３の認定を受けた協業組織及び農業

法人、モデル経営体並びに土地利型農業経営体をいい、その定義は別表１のとお
りとする。

（発展計画の認定）
第３ この補助事業を実施するにあたっては、協業組織及び農業法人においては協業

営農発展計画を、モデル経営体においては農業経営発展計画を、土地利用型農業
経営体においては土地利用型農業発展計画（以下、これら全ての計画を指す場合
は「発展計画」という。）を提出し、強い経営体育成支援事業実施要領（令和５
年４月１日施行）に基づく知事の認定を受けなければならない。

（補助対象事業）
第４ 補助金の交付の対象となる事業は、第４の認定を受けた発展計画に位置づけら

れたものであって、事業実施主体が行う別表３に掲げる事業とする。

（補助対象期間）
第５ 補助対象期間は、発展計画に位置づけられた３年を限度とする。ただし、補助

金の交付の決定は、年度毎に当該年度の補助対象事業分について行うものとし、
規則第５条の規定による交付申請書類の審査等の結果、発展計画に即した経営が
行われていると認められないときは、当該交付申請年度を補助対象期間から除外
する。

（補助対象経費、補助率及び補助金の額）
第６ 補助対象事業における補助対象経費及び補助率は、別表３及び４に定めるとお

りとする。ただし、算出された補助金額に1,000円未満の端数が生じた場合には、
これを切り捨てるものする。

２ 補助金の上限額は、別表５に定めるとおりとする。
３ 発展計画において、国及び県の他の補助事業の活用が可能な内容については、
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本事業の補助対象外とする。

（事業実施に当たっての留意事項）
第７ 事業実施により導入する施設の規模及び構造は、事業の目的に合致するものと

し、補助対象事業費は、事業実施地区の実状に即した適正な価格により算出する
ものとする。

（交付申請書の添付書類の様式等）
第８ 規則第４条に規定する補助金等交付申請書に添付すべき書類の様式等は、次の

とおりとする。
書 類 様 式 提出部数

事業計画書 別記第１号様式 正副各１部
収支予算書 別記第２号様式 同上

（交付条件）
第９ 規則第６条の規定により補助金の交付に付する条件は、次に掲げるとおりとす

る。
(１) 次に掲げる事項のいずれかに該当する場合においては、あらかじめ知事の

承認を受けること。
ア 補助事業の内容を変更しようとする場合
イ 補助事業に要する経費の配分（当該補助対象事業費の30パーセント以
下の配分変更を除く。）を変更しようとする場合

ウ 補助事業を中止し、又は廃止しようとする場合
(２) 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は当該補助事業の遂行が困難

となった場合には、速やかに知事に報告してその指示を受けること。
(３) この補助金の申請に際して、当該補助金に係る消費税及び地方消費税に係

る仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のう
ち、消費税法（昭和63年法律第108号）に規定する仕入に係る消費税額とし
て控除できる部分の金額及び当該金額に地方税法（昭和25年法律第226号）
の規定による地方消費税の税率を乗じて得た金額の合計額に補助金額を補助
対象経費で除して得た金額をいう。以下同じ。）がある場合には、これを減
額して申請しなければならない。ただし、申請時において当該補助金に係る
消費税等仕入控除税額が明らかでない事業実施主体に係る部分については次
の条件に従わなければならない。
ア 実績報告を提出するに当たって、事業実施主体において当該補助金に係
る消費税仕入控除税額が明らかになった場合には、これを補助金から減額
して報告しなければならない。

イ 実績報告の提出後に、消費税の申告により事業実施主体において当該補
助金に係る消費税仕入控除税額が確定した場合には、その金額（実績報告
においてアにより減じた額を上回る部分の金額）を仕入れに係る消費税等
相当額報告書（別記第３号様式）により速やかに知事に報告するとともに、
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知事の返還命令を受けてこれを返還しなければならない。
(４) 補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、財産管理台

帳を備え付け、事業完了後においても善良な管理者の注意を持って管理する
とともに、補助金交付の目的に従ってその効率的な運営を図らなければなら
ない。

(５) 前号の財産は、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年大蔵省
令第15号。以下「省令」という。）に定められている耐用年数に相当する期
間内（省令に定めのない財産については、農林水産大臣が別に定める期間内）
において知事の承認を受けないで、補助金交付の目的に反して使用し、譲渡
し、交換し、貸し付け、担保に供し、又は取り壊してはならない。

(６) 発展計画の期間内において、当該計画が正当な理由なく中止・変更された
場合、事業実施主体に対して、補助事業により取得し、又は効用が増加した
施設及び機械、器具の残存耐用年数に応じて、その取得等に活用した補助金
の返還を求めるものとする。

(７) 補助金の収支に関する帳簿を備え、領収書等関係書類を整理し、並びにこ
れらの帳簿及び書類を補助金の交付を受けた最終年度の終了後５年間保管し
なければならない。

(８) 事業実施主体の役員が和歌山県暴力団排除条例（平成23年和歌山県条例第
23号)第２条第３号の暴力団員等若しくは同条第１号の暴力団又は同条第２
号の暴力団員と密接な関係を有する者でないこと。

（事業計画の変更）
第10 第９の(１)のア又はイの規定により知事の承認を受けようとする場合には、強

い経営体育成支援事業変更承認申請書（別記第４号様式）に変更事業計画書（別
記第１号様式）及び変更収支予算書（別記第２号様式）を添付して知事に提出し
なければならない。ただし、第11の規定による補助金の変更交付申請を行う場
合は、これを省略することができる。

２ 第９の(１)のウの規定により事業を中止し、又は廃止しようとする場合には、
強い経営体育成支援事業中止（廃止）承認申請書（別記第４号様式）を知事に提
出しなければならない。

（補助金の変更交付申請）
第11 補助金の交付決定後の事情により補助金の変更交付を申請しようとする場合

には、強い経営体支援事業補助金変更交付申請書（別記第５号様式）に変更事業
計画書（別記第１号様式）及び変更収支予算書（別記第２号様式）を添付して知
事に提出しなければならない。

（着手の制限）
第12 第３の規定による認定を受けた者は、事業の効果的な実施を図るため、やむ

を得ない事情により補助金交付決定前に事業に着手する場合には、あらかじめそ
の理由を明記した強い経営体育成支援事業補助金交付決定前着手届（別記第６号
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様式）を知事に提出しなければならない。

（実績報告書の添付書類の様式等）
第13 規則第13条に規定する補助事業等実績報告書に添付すべき書類の様式等は、

次のとおりとする。
書 類 様 式 提出部数 提出期限

事業実績書 別記第１号様式 正副各１部 事業完了後、速やかに提出
収支精算書 別記第２号様式 同上 同上

（補助金の概算払）
第14 事業実施主体は、規則第16条第２項の規定により、概算払による補助金の交

付を受けようとするときは、強い経営体育成支援事業補助金概算払請求書（別記
第７号様式）に請求額の内訳を示す書類その他知事が必要と認める書類を添えて、
知事に提出しなければならない。

（書類の経由）
第15 規則又はこの要綱に基づき提出する書類は、事業実施主体の本店または本拠

地を管轄する振興局を経由しなければならない。

（その他）
第16 この要綱に定めるもののほか、事業の実施について必要な事項は別に定める。

附 則
１ この要綱は、令和５年４月１日から施行し、令和５年度の事業から適用する。

附 則
１ この要綱は、令和６年４月１日から施行し、令和６年度の事業から適用する。
２ 改正前の要綱の規定に基づき実施した事業の取扱いについては、なお従前の例に

よる。
１ この要綱は、令和７年４月１日から施行し、令和７年度の事業から適用する。
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別表１（第２関係）
組織名 定義

協業組織 ３戸以上の農業者で組織され、規約に協業の理念や運営体制
農業法人 等に加えて、生産・販売・加工等のいずれかの新たに行う協業

の取組が明記され、協業組織としての販売戦略の確立が見込め
る組織（協業組織）及び法人（農業法人）とする。
なお、役員に就任している農業者、当該組織へ出資している

農業者を１戸と数え、県内に本店（協業組織の場合は本拠地）
を置く組織とする。
また、農業法人の場合、その形態は会社法に基づく株式会社、

有限会社、合名会社、合資会社、合同会社及び農業協同組合法
（昭和22年法律第132号）第72条の８に規定される農事組合法
人、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（平成18年法
律第48号）第２条の１に規定される一般社団法人並びに社会福
祉法（昭和26年法律第45号）第22条に規定される社会福祉法人
とする。

モデル経営体 下記の個人経営体及び法人経営体とする。
１ 個人経営体

住所を県内に置き、個人（世帯）として農業を行う経営
体。
ただし、年間売上高が概ね2,000万円未満又は主たる従事

者１人あたりの年間農業所得が概ね400万円未満の経営体に
限る。
また、農業経営実績が１年未満の経営体は個人経営体か

ら除く。
２ 法人経営体

本店を県内に置き、法人として農業をおこなう経営体。
ただし、農業部門における年間売上高が概ね2,000万円未

満の経営体又は農業に常時従事する者１人あたりの年間給
与所得が概ね400万円未満の経営体に限る。
なお、本表で定義する農業法人は法人経営体から除き、

法人経営体の形態は、農業法人と同じとする。
土地利用型 住所又は本店を県内に置き、個人（世帯）又は法人として土
農業経営体 地利用型作物の栽培を行う経営体。

ただし、発展計画の認定申請時点における土地利用型作物自
己栽培面積（別表２に定める面積）が2ヘクタール以上の経営
体に限る。
なお、本事業において土地利用型作物とは、稲、麦（小麦、

二条大麦、六条大麦及びはだか麦）及び大豆をいう。
また、法人として農業を行う土地利用型農業経営体の形態は、

農業法人と同じとする。
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別表２（第２関係）
別表１による土地利用型作物自己栽培面積及び別記第１号様式による土地利用

型作物受託面積は、下記のとおりとする。
区 分 内 容

土地利用型作物 土地利用型作物自己栽培面積及び土地利用型作物受託面積
面積 の合計
土地利用型作物 自身が所有権、使用貸借権及び賃借権を有している農地に
自己栽培面積 おける土地利用型作物の栽培面積。

ただし、二期作及び二毛作においては、一期作目と二期作
目の栽培面積を重複計上しないこととする。

土地利用型作物 土地利用型作物の栽培受託面積に、受託作業ごとの下記係
受託面積 数を乗じた面積。

なお、本面積は受託農地ごとに計算することとし、複数の

作業を受託する場合は、各係数の和を乗じることとする。
種子予措 ：0.18
苗代一式 ：0.04
本田耕起及び整地 ：0.11
基肥施肥 ：0.02
田植え ：0.02
除草 ：0.02

かん排水管理 ：0.18
防除 ：0.11
稲刈り及び脱穀 ：0.15

籾乾燥及び籾すり ：0.15
搬出・出荷 ：0.04
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別表３（第４、第６関係）

事業区分 事業実施主体 補助対象経費 補助率

生産拡大 協業組織・ 生産の効率化及び農産物の高品質化に要する下記の経費 1/3以内

農業法人 ア 農地・農道等の造成・整備・改修に要する経費

モデル経営体 イ 農業機械・施設の導入・整備・改修に要する経費

土地利用型農業 ウ 新品種・新技術の導入に要する経費

経営体 エ ア～ウに該当しない取組に係る経費のうち、発展計画にお

いて必要と認められた経費

協業組織・ 遊休農地を買い入れ又は借り入れた場合の土壌改良に要する経費 定額

農業法人 (10万円/

モデル経営体 10a)

労働力 協業組織・ 労働力の確保に要する下記の経費 1/3以内

確保 農業法人 ア 雇用労働力確保のための施設・設備（宿泊施設等）の整備

・改修に要する経費

イ アによる整備・改修と一体的に行う付帯設備の取得・設置

に要する経費

モデル経営体 労働力の確保に要する下記の経費 1/3以内

ア 雇用労働力確保のための施設・設備（宿泊施設等）の改修 または

に要する経費 1/4以内

イ アによる改修と一体的に行う付帯設備の取得・設置に要す

る経費

加工品 協業組織・ 自ら生産した農産物を主たる原料とした加工品の創出に要する下 1/3以内

づくり 農業法人 記の経費

モデル経営体 ア 加工施設・機械の整備・改修・導入に要する経費

イ 委託加工の試行及びパッケージの試作・デザイン等に要する

経費

ウ ア～イに該当しない取組に係る経費のうち、発展計画におい

て必要と認められた経費

輸出等 協業組織・ 輸出及び新規販路開拓等の販売促進に要する下記の経費 1/3以内

販売促進 農業法人 ア 販売促進ツールの作成・導入及びオリジナル包装資材の作

モデル経営体 成に要する経費

イ 営業活動に要する経費

ウ 各種認証取得等に要する経費

エ ア～ウに該当しない取組に係る経費のうち、発展計画にお

いて必要と認められた経費

人材育成 協業組織・ 営業人材等の雇用及び専門家相談等の人材育成並びに組織強化に 1/2以内

(組織強化 農業法人 要する下記の経費

含む) モデル経営体 ア 営業・企画・総務等の活動を担う人材の雇用に要する経費

イ 組織強化のための専門家相談（経営・企画・税務等）等に要

する経費



- 8 -

別表４（第６関係）
別表２による労働力確保－モデル経営体の補助率は、下表のとおりとする。

事業区分 事業実施主体 区 分 補助率
労働力確保 モデル経営体 ア 和歌山県農家民泊施設等認定制度によ 1/3以内

る認定を受けた者
イ 和歌山県農家民泊施設等認定制度によ
る認定を受けていない者
イ－１ 雇用労働者の延べ雇用月数 ※が 1/3以内

６ヶ月以上
イ－１ 雇用労働者の延べ雇用月数 ※が 1/4以内

６ヶ月未満
※複数の労働者を雇用する場合は、各労働者の雇用月数の合計

（雇用契約書により雇用月数を確認）
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別表５（第６関係）
表の補助金上限額は、発展計画に位置付けられた３年間の補助金合計額の上限と

する。
協業組織 下記ア及びイの算出結果のいずれか低い額とする。
農業法人 ただし、下限は10,000千円、上限は40,000千円とする。

ア 申請時点における構成農家数から３を減じた数に250万
円を乗じた額と1,000万円の合計額

イ 申請時点における耕作面積（ヘクタール単位。協業組織の
場合は構成農家による所有及び借入農地面積の合計、農業法
人の場合は農業法人による所有及び借入農地面積の合計と
し、園芸用施設（園芸用ガラス室及びハウス）の面積は10を
乗じて算入する）から３を減じた数に250万円を乗じた額と
1,000万円の合計額

なお、労働力確保の補助上限額は1,000万円、人材育成におけ
る人材雇用の補助上限額は90万円（新規雇用者１名あたり）と
する。

モデル経営体 1,000万円。
ただし、労働力確保の補助上限額は200万円、人材育成にお

ける人材雇用の補助上限額は90万円（新規雇用者１名あたり）
とする。

土地利用型 500万円。
農業経営体



借入金の調達先

小 計 0 0 0 0 0 0

小 計 0 0 0 0 0 0

小 計 0 0 0 0 0 0

小 計 0 0 0 0 0 0

小 計 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0

４．添付書類

（注）役員名簿（法人の場合）、見積書、事業費積算資料、カタログ、事業実施地区位置等の添付書類を記載すること。

着手
（予定）

日

竣工
（予定）

日

（注）変更があった場合、変更前を上段に（  ）を付して記載し、変更後を下段に記載すること。

３．事業完了（予定）年月日

うち
補助対象
事業費
（円）

県費
（円)

合計
（円）

施行箇所
(実施場所)

機械・施設
等の名称

規模・面積
/性能

数量
事業費
（円）

別記第１号様式（第８、第１０、第１１、第１３関係）【協業組織・農業法人、モデル経営体】

強い経営体育成支援事業計画書（変更事業計画書、事業実績書）

１．事業目的（変更の理由）

事業年度
事業実施主体名

合 計

加工品
づくり

人材育成

生産拡大

輸出等
販売促進

実施期間
その他

事業費負担の内訳
２．事業の内容

うち
自己財源

うち
借入金

事業区分 事業内容

労働力
確保



a

ａ

a

a

a

a

※必要に応じて行を追加

単位

別記第１号様式（第８、第１０、第１１、第１３関係）【土地利用型農業経営体】

強い経営体育成支援事業計画書（変更事業計画書、事業実績書）

事業年度

事業実施主体名

（単位 a）

１．発展計画における土地利用型作物栽培面積（計画面積）及び交付申請時における土地利用型作物栽培面積（実面積）（要綱別表２）

計画面積

○年度

実面積

（注）認定発展計画に即した経営が行われていると認められない年度は、補助対象期間とならず（交付要綱第５）

Ｃ ○○作業 面積係数

③（う×Ｃ）

Ｂ ○○作業 面積係数

②（い×Ｂ）

う ○○作業 受託面積

１ 土地利用型作物自己栽培面積

２ 土地利用型作物受託面積（①＋②＋③＋・・・）

い ○○作業 受託面積

土地利用型作物面積

あ ○○作業 受託面積

Ａ ○○作業 面積係数

①（あ×Ａ）



借入金の調達先

（注）土地利用型作物栽培面積の証拠書類（耕作証明書、農作業受委託契約書等）を添付すること

生産拡大

合 計

事業費負担の内訳 実施期間

うち
補助対象
事業費
（円）

県費
（円)

その他
着手
（予

定）日

竣工
（予

定）日
合計

（円）
うち

自己財源
うち

借入金

２．事業の内容

事業区分
事業費
（円）

４．添付書類

（注）変更があった場合、変更前を上段に（  ）を付して記載し、変更後を下段に記載すること。

３．事業完了（予定）年月日

事業内容
施行箇所

(実施場所)
機械・施設
等の名称

規模・面積
/性能

数量



事業年度： 年度

事業区分 事業内容 実施時期 回数 対象経費区分 明細・内訳 金額（円） 備 考

0

0

0

0

0

強い経営体育成支援事業実施明細書（ソフト事業）

加工品
づくり

小 計

（注）ソフト事業分について作成すること。

（注）積算の分かる明細を添付すること。

          合  計

生産拡大

輸出等
販路拡大

人材育成

小 計

小 計

小 計



別記第２号様式（第８、第１０、第１１、第１３関係）

（円）

区 分
本年度予算額

（本年度精算額）
前年度予算額

（本年度予算額）
比較増減 備 考

県費補助金 0

市町村費 0

その他 0

計 0 0 0

（円）

区 分
本年度予算額

（本年度精算額）
前年度予算額

（本年度予算額）
比較増減 備 考

生産拡大 0

労働力確保 0

加工品づくり 0

輸出等販売促進 0

人材育成 0

計 0 0 0

収支予算書（変更収支予算書、収支精算書）

１ 収入の部

２ 支出の部

（注）変更収支予算書の場合は、変更前の額を上段括弧書きとすること。



うち補助
対象事業費

うち県費
うち補助

対象事業費
うち県費

うち補助
対象事業費

うち県費

小 計 0 0 0 小 計 0 0 0 小 計 0 0 0

小 計 0 0 0 小 計 0 0 0 小 計 0 0 0

小 計 0 0 0 小 計 0 0 0 小 計 0 0 0

小 計 0 0 0 小 計 0 0 0 小 計 0 0 0

小 計 0 0 0 小 計 0 0 0 小 計 0 0 0

合 計 0 0 0 合 計 0 0 0 合 計 0 0 0

別紙

事業区分 事業内容 事業費 事業内容 事業費 事業内容 事業費 備考

輸出等
販路拡大

加工品
づくり

人材育成

強い経営体育成支援事業全体計画書

１年目（  年度） ２年目（ 年度） ３年目（ 年度）

生産拡大

事業実施主体名：

労働力
確保



強い経営体育成支援事業 関連事業実施計画

区分 事業名 実施年度 事業内容 規模等 事業費（円） 補助金（円）

県単

国庫



別記第３号様式（第９関係）  

 

番      号  

年   月   日  

 

和歌山県知事  様  

 

住  所        

団体名・代表者氏名  

 

年 度 強 い 経 営 体 育 成 支 援 事 業 補 助 金 仕 入 に 係 る 消 費 税 等 相 当 額

報告書  

 

年  月  日付け  第  号で交付決定のあった標記事業について、強い経営体

育成支援事業補助金交付要綱第５の規定により、下記のとおり報告します。  

 

記  

 

１  県補助金等交付規則第 14 条による補助金の額の確定額  

金       円  

 

２  補助金の確定時に減額した仕入に係る消費税等相当額  

金       円  

 

３  消費税及び地方消費税の申告により確定した仕入に係る消費税等相当額  

金       円  

 

４  補助金返還相当額（３－２）                

金       円  

 

 

※参考資料を添付すること。  

  



別記第４号様式（第 10 関係）  

 

年度強い経営体育育成支援事業変更（中止、廃止）承認申請書  

 

番      号  

年   月   日  

 

和歌山県知事  様  

 

住  所        

団体名・代表者氏名   

 

年  月  日付け  第  号で交付決定（変更交付決定）のあった標記事業につ

いて、下記のとおり事業を変更（中止、廃止）したいので、強い経営体育成支

援事業補助金交付要綱第 10 の規定により関係書類を添えて申請します。  

 

記  

 

１  変更（中止、廃止）の理由  

 

 

２  変更（中止、廃止）の内容  

  



別記第５号様式（第 11 関係）  

 

年度強い経営体育成支援事業補助金変更交付申請書  

 

番      号  

年   月   日  

 

和歌山県知事  様  

 

住  所        

団体名・代表者氏名  

 

年  月  日付け  第  号で交付決定のあった標記事業について、補助金の追

加交付（減額承認）を受けたいので、強い経営体育成支援事業補助金交付要綱

第 11 の規定により関係書類を添えて申請します。  

  



別記第６号様式（第 12 関係）  

 

年度強い経営体育成支援事業補助金交付決定前着手届  

 

番      号  

年   月   日  

 

和歌山県知事  様  

 

住  所        

団体名・代表者氏名  

 

年度強い経営体育成支援事業計画に基づく別添事業について、下記条件を了

承の上、補助金交付決定前に着手したいので、届け出ます。  

 

記  

 

１  交付決定を受けるまでの期間内に、天災地変等のあらゆる事由によって実

施した事業に損失を生じた場合、これらの損失は、事業実施主体が負担する

ものとする。  

 

２  交付決定を受けた補助金額が交付申請額又は交付申請予定額に達しない場

合においても、異議がないこと。  

 

３  当該事業については、着手から交付決定を受ける期間内においては、計画

変更は行わないこと。  

 

別 添  

事 業 区 分  事 業 内 容  事 業 量  事 業 費  

（ 円 ）  

着 手 予 定  

年 月 日  

完 了 予 定  

年 月 日  

理  由  

 

 

 

 

  

 

    

 

  



別記第７号様式（第 14 関係）  

 

年度強い経営体育成支援事業補助金概算払請求書  

 

番      号  

年   月   日  

 

和歌山県知事  様  

 

住  所        

団体名・代表者氏名  

 

年  月  日付け  第  号をもって交付決定通知のあったこの事業について、

和歌山県補助金等交付規則第 16 条の規定に基づき、下記のとおり請求します。 

 

記  

 

金         円  

 

内  訳   

交付決定額   金         円  

既受領額    金         円  

今回請求額   金         円  

残    額   金         円  

 

 

 

 

   

 

 


